
１．重要な会計方針

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券･･････償却原価法（定額法）を採用しております。

（２） 固定資産の減価償却の方法

① リース資産以外の固定資産

　定額法を採用しております。

② リース資産

（３） 引当金の計上基準

① 賞与引当金

② 退職給付引当金

③ 役員退職慰労引当金

（４） 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

　財務諸表等は、公益法人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して作成してお
ります。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用しております。

　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
　なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額及び年金財政計算上の責任準備金の額に基づいて計算しており
ます。

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。



２．特定資産の増減額及びその残高

　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりとなっております。

３．特定資産の財源等の内訳

　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりとなっております。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりとなっております。

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりとなっております。

（単位：千円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 5,574,239 632,827 617,973 5,589,093

研 修 所 積 立 資 産 300,093 30 300,123 0

5,874,332 632,857 918,097 5,589,093

科　　目

合　　計

（単位：千円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 5,589,093 (0) (0) ( 5,589,093) 

研 修 所 積 立 資 産 0 (0) (0) (0) 

5,589,093 (0) (0) ( 5,589,093) 

科　　目

合　　計

（単位：千円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

910,778 638,660 272,118

0 0 0

170,429 141,363 29,065

2,814,211 1,845,388 968,823

688,866 280,957 407,908

713 321 391

4,584,999 2,906,691 1,678,308

商 標 権

合　　計

ソ フ ト ウ ェ ア

科　　目

什 器 備 品

建 物

構 築 物

リ ー ス 資 産

（単位：千円）

帳簿価額 時価 評価損益

地方債

令和 2年度第 1回 秋 田 県 公 募 公 債 200,879          195,270          △ 5,609         

令和 4年度第 1回 秋 田 県 公 募 公 債 101,692          100,280          △ 1,412         

令和元年度第5回 埼 玉 県 公 募 公 債 800,000          799,680          △ 320           

令和 4年度第 8回 千 葉 県 公 募 公 債 101,705          100,240          △ 1,465         

平成26年度第5回 横 浜 市 公 募 公 債 401,143          401,040          △ 103           

令和 5年度第 3回 静 岡 県 公 募 公 債 202,739          199,880          △ 2,859         

令和3年度第17回 愛 知 県 公 募 公 債 401,200          387,920          △ 13,280        

第 527 回 名 古 屋 市 公 募 公 債 100,000          100,490          490              

第 405 回 大 阪 府 公 債 444,333          443,600          △ 733           

平成23年度第1回 福 岡 県 公 募 公 債 103,889          103,260          △ 629           

令和 2年度第 8回 福 岡 県 公 募 公 債 200,135          194,620          △ 5,515         

2023 年 度 第 8 回 福 岡 市 公 募 公 債 300,000          300,480          480              

平成28年度第1回 長 崎 県 公 募 公 債 300,597          298,860          △ 1,737         

第 180 回 共 同 発 行 市 場 公 募 地 方 債 400,000          397,404          △ 2,596         

第 186 回 共 同 発 行 市 場 公 募 地 方 債 400,000          397,480          △ 2,520         

第 197 回 共 同 発 行 市 場 公 募 地 方 債 400,000          391,520          △ 8,480         

合　　計 4,858,317        4,812,024        △ 46,292        

種類及び銘柄



６．退職給付関係

（１） 採用している退職給付制度の概要

（２） 確定給付制度

① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

②

③ 退職給付に関連する損益

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（３） 確定拠出制度

７．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりであります。

退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

　確定給付型の制度として確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定給付型の
制度のほか、確定拠出型の制度を設けております。当機構が有する確定給付型企業年金（積立型制度）及び退職
一時金制度は簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計上しております。

　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として、また、年金
制度における年金財政計算上の責任準備金を基礎として計算しております。

（単位：千円）

積立型制度の退職給付債務 580,631               

年金資産  △ 727,706

 △ 147,075

非積立型制度の退職給付債務 5,533,025             

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,385,949             

退職給付引当金 5,533,025             

前払年金費用  △ 147,075

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,385,949             

（単位：千円）

退職給付引当金の期首残高 5,606,773            

前払年金費用の期首残高 0

退職給付費用 603,709              

退職給付の支払額  △ 736,140

制度への拠出額  △ 88,392

5,385,949            

前払年金費用の期末残高 147,075              

退職給付引当金の期末残高 5,533,025            

（単位：千円）

簡便法で計算した退職給付費用 603,709              

（単位：千円）

確定拠出制度への要拠出額 167,770              

（単位：千円）

前期末 当期末 前期末

現金及び預金勘定 5,309,154 現金及び預金勘定 5,975,686

預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 0 預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 0

現金及び現金同等物 5,309,154 現金及び現金同等物 5,975,686



８．資産除去債務関係

  資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１） 当該資産除去債務の概要

（２） 当該資産除去債務の金額の算定方法

（３） 当会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

９．自賠責収支準備金

　自賠責保険事業の収支を一定期間均衡させることを目的として、自賠責収支準備金を設けております。

　当機構の各事業における事業所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務及び有形固定資産の取得によるもの
であります。

　事業所の賃貸借契約に伴う原状回復義務は、使用見込期間を取得から21年と見積り、割引率は0.386％から
2.308％を使用して、資産除去債務の金額を計算しております。

（単位：千円）

期首残高 451,477

有形固定資産の取得に伴う増加額 7,816

時の経過による調整額 4,667

資産除去債務の履行による減少額 △ 9,913

その他残高の調整額 0

期末残高 454,047


